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Ⅰ 経済社会情勢の変化
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人口ピーク(2004年)

12,779万人

2,660

21.0%

(2006)

高齢化率

40.5%
3,646

合計特殊

出生率

1.261.32

(2006)

12,777

8,993

生産年齢人口（15～64歳）割合

65.5%

（2006）

1,743

8,373
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3,667

1,115

4,595

11,522

生産年齢

人口割合

51.1%

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

我が国の人口の推移

平成18年推計値

（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

2010 2020 2030 2040 2050 2055

資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2006年は総務省統計局「推計人口（年報）」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」

Ⅰ－（１）

我が国の人口は2004年にピークを迎え、減少局面に入っている。2055年には9000
万人を割り込み、高齢化率は40％を超えると推計されている
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労働力人口と労働力率の見通し

（資料出所）2006年は総務省統計局「労働力調査」、2012年以降はJILPT労働力需給推計研究会の推計値を基に、雇用政策研究会にて検討を行ったもの。

（注）1.「労働市場への参加が進まないケース」とは、性・年齢別の労働力率が2006年の実績と同じ水準で推移すると仮定したケース。このケースでは、実質経済成長率を2006～2017

年で年率0.9％程度、2017～2030年で年率0.7％程度と見込んでいる。

2.「労働市場への参加が進むケースとは、各種の雇用施策を講ずることにより、若者、女性、高齢者等の方々の労働市場への参加が実現すると仮定したケース。このケースでは、

実質経済成長率を2006～2017年で年率2.1％程度、2017～2030年で年率1.9％程度と見込んでいる。

3.この推計においては、税・社会保障制度等の労働力需給に与える影響については必ずしも十分に考慮されていないが、こうした制度が変更されることによって労働力需給に大

きな影響を及ぼす可能性があることに留意が必要。

雇用政策研究会報告

（平成19年12月）より

労働力率（右目盛り）

（労働市場への参加が進むケース）

（労働市場への参加が進まないケース）

労働力人口（左目盛り）

（労働市場への参加が進むケース）

（労働市場への

参加が進まない

ケース）

Ⅰ－（１）

人口減少下において、労働力人口についても、今後、更なる減少が見込まれており、その減少幅を
抑制するための施策が必要となっている。
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労働力人口の将来見通し
　 人口減少下において、若者、女性、高齢者、障害者など全ての人が意欲と能力に応じて働くことのできる環境が整うことにより、現
状のまま推移した場合の労働力人口の見通しと比較すると、2017年で約340万人増、2030年で約600万人増加するなど、将来的な労
働力人口の減少を一定程度抑制。

60歳

以上

30歳～

59歳

15歳～

29歳

労働市場への参加

が進まないケース

労働市場への参加

が進むケース

2017年

労働市場への参加

が進まないケース

労働市場への参加

が進むケース

2030年2006年

(6,657万人) （6,217万人） (6,556万人） （5,584万人） （6,180万人）

若者への就業支援

→約９０万人増

（資料出所）総人口については、2006年は総務省統計局「人口推計」、2017年、2030年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2006年12月推計）による。

　　　　　　　 労働力人口については、2006年は総務省統計局「労働力調査」、2017年、2030年はＪＩＬＰＴ「2007年度需給推計研究会」における推計結果をもとに、雇用政策研究会において検討したもの。

　　　（注）　1.「労働市場への参加が進まないケース」とは、性・年齢別の労働力率が2006年実績と同じ水準で推移すると仮定したケース。

　　　　　　　2.「労働市場への参加が進むケース」とは、各種施策を講じることにより、若者、女性、高齢者等の方々の労働市場への参加が実現すると仮定したケース。

仕事と家庭の両立支援

（女性への就業支援）

→約１６０万人増

（うち女性１２０万人増）

高齢者への就業支援

→約９０万人増

総人口 (12,776万人)

労働力人口

約440万人減

(12,446万人)

約100万人減 約1，070万人減 約480万人減

(11,522万人)

高齢者への就業支援

→約２４０万人増

仕事と家庭の両立支援

（女性への就業支援）

→約２７０万人増

（うち女性２２０万人増）

若者への就業支援

→約９０万人増

各種対策により

約３４０万人増

各種対策により

約６００万人増

（資料出所） 総人口については、2006年は総務省統計局「人口推計」、2017年、2030年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2006年12月推計）

による。

労働力人口については、2006年は総務省統計局「労働力調査」、2017年、2030年はＪＩＬＰＴ「2007年度需給推計研究会」における推計結果をもとに、雇用

政策研究会において検討したもの。

（注） 1.「労働市場への参加が進まないケース」とは、性・年齢別の労働力率が2006年実績と同じ水準で推移すると仮定したケース。

2.「労働市場への参加が進むケース」とは、各種施策を講じることにより、若者、女性、高齢者等の方々の労働市場への参加が実現すると仮定したケース。

労働力人口の将来見通し

人口減少下において、若者、女性、高齢者、障害者など全ての人が意欲と能力に応じて働くことのできる環境を
整えることにより、現状のまま推移した場合の労働力人口の見通しと比較すると、2017年で約340万人増、2030年で約
600万人増加するなど、将来的な労働力人口の減少を一定程度抑制。

Ⅰ－（１）
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グローバル化と格差

ＩＭＦによると、格差拡大の主要因は技術進歩にあるが、特に先進諸国においては、グローバル
化もその一因となっている。

資料出所 ＩＭＦ 「世界経済見通し」（2007年10月）
注） グラフは、最近20年間のジニ係数の変化率を、グローバル化、技術進歩、その他に要因分解したもの。
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労働分配率の動向（主要国の国際比較）Ⅰ－（２）

労働分配率の動向（主要国の国際比較）
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資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」（2008年）

　　　（注）　労働分配率＝（雇用者報酬＋海外からの雇用者所得－海外への雇用者所得）／要素費用表示の国民所得

　　　　　　　をもとに各国の数値を調整した。

（年）

（%）

主要諸国に比べ、我が国の労働分配率の低下は大きく、我が国企業の価格競争力は国際的
に見て相対的に高まっているものと考えられる。


